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1.研究実施の概要 

平成１４年の夏季は調査地域では森林火災が多発した。推定でシベリア全域で焼失面

積は約1,000万ﾍｸﾀｰﾙに達した。このため観測地域では火災の攪乱による二酸化炭素の放出

量を定量的に掌握することが出来た。またﾀﾜｰ観測によっても、森林が攪乱を受けると、

二酸化炭素は吸収から放出に変化することが確認出来た。火災抑制の技術開発として、延

焼ﾓﾃﾞﾙを構築しそれを実際に発生した火災現場に適用することが出来た。リモートセンシ

ング班はNOAA衛星画像解析から夏季の焼失面積を算出し、それが１４３００平方ｷﾛﾒｰﾄﾙで

あることを確認した。 

森林班が推定したバイオマス増減から夏季の火災による直接的な二酸化炭素の放出量

は約7000万トンであった。この地域の森林への吸収量は3500－7000万トンであり、火災の

影響を考慮するとシベリアタイガはもはや二酸化炭素の放出源であることが判明した。こ

れは従来にない新たな知見である。 

 

2.研究実施内容 

タワー観測班： 

2002年は4月上旬から10月上旬の期間、ヤクーツク郊外・ネレゲルのカラマツ林および

伐採跡地において、①春季の積雪深およびボーリング調査、②熱・水収支長期観測、③生

態系二酸化炭素収支および土壌呼吸長期観測、④焼損がカラマツ樹の水分生理に及ぼす影

響調査を実施した。2002年5月～7月の期間は記録的な少雨であり、シベリアの広範な地区

で森林火災が発生した。 

◆熱・水収支長期観測 

渦相関法により、カラマツ林と伐採跡地の熱・水収支を長期観測した。カラマツ林で

は、観測期間を通して正味放射量の大部分が顕熱フラックスに分配されていた。2002年は

土壌水分が少ない上に少雨であったためカラマツからの蒸散が抑制され、潜熱フラックス

が減少し、その補償として顕熱フラックスが増大したと考えられる。伐採跡地では、2001

年同様に地中熱流量がカラマツ林に比べて明らかに大きかった。なお湛水面からの蒸発に

よって、5月は伐採跡地の潜熱フラックスがカラマツ林を大きく上回った。6月～9月のカ



ラマツの成長期における両サイトの水収支を評価した。カラマツ林では蒸発散量が100mm、

林内雨が51mm、土壌水分の減少量が22mmであった。また、下向きの潜熱フラックスとして

13mmの水供給を考慮すると、残差は14mm、蒸発散量の15％弱であった。伐採跡地では蒸発

散量が112mm、降水量が72mm、土壌水分の減少量が22mmであった。下向き潜熱フラックス

として16mmの水供給を考慮すると、残差は3mmであった。種々の不確定要因を考慮すれば、

2002年の両サイトにおける水収支は観測項目によってよく説明されている。 

◆生態系二酸化炭素収支および土壌呼吸長期観測 

カラマツ林と伐採跡地において、渦相関法による生態系二酸化炭素収支とチャンバー

方による土壌呼吸量の長期観測をおこなった。カラマツ林では乾燥のため光合成、呼吸と

もに減少したが、両者の減少量が均衡したため、夏季の二酸化炭素収支は115 gC m-2の吸

収と例年と大差なかった。伐採跡地の夏季の二酸化炭素収支は192 gC m-2の放出で、地表

植生回復に伴う光合成によって前年よりも放出量が30%減少した。土壌呼吸量は地温に強

く依存したほか、乾燥日に小さく、降雨後数日間は高かった。乾燥日には夜間の結露によ

る土壌への水分供給のため、土壌呼吸速度の日変化は特徴的パターンを示した。夏季の土

壌呼吸量はカラマツ林が205 gC m-2、伐採跡地が179 gC m-2で、カラマツ林の方が大きか

った。しかしカラマツ林の土壌呼吸の36%は根呼吸と推定されたため、微生物呼吸は伐採

跡地の方が大きく、伐採前に蓄積した土壌有機物の分解が進んでいることがわかる。 
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表１ 二酸化炭素フラックス測定結果 

森林機能班： 

◆森林火災による炭素放出量の見積もり 

ビリュイ街道沿い、ヤクーツクから52kmと62km地点の５０年生前後のカラマツ林で火

災によるバイオマスの変動を測定した。火災強度強とした林分でも表層有機物の焼失はＬ

層で止まっており、強度中ではL層の38%しか焼失していない。立木は両区とも全て枯死し

ており、これが全て分解するとして、放出炭素量は強区で37tC/ha、うち林床有機物の占

める割合は33%、立木バイオマスが強区より大きい中区では34tC/haで地表有機物はわずか



に6%弱であった。（表２） 

◆カラマツ樹冠の光合成の日中低下 

カラマツ林の二酸化炭素収支に関わるパラメタリゼーションを行うため、樹冠の光合

成速度及び光合成速度を律速する環境要因の日変化をネレゲルおよびスパスカヤパッドで

調べた。 

カラマツ樹冠における光合成速度（炭素吸収）は午前8時ごろに最大となり、5-6 µmol 

m-2 s-1であった。しかし、光合成速度はすぐに低下を起こしだし、午後には光合成速度が

1-2 µmol m-2 s-1まで低下した。このように、カラマツ樹冠ではカラマツ自身の持つ光合

成能力を十分に発揮できていないことがわかった。その原因として、日中における高温と

空気の乾燥が考えられた。 
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表２火災による二酸化炭素放出見積もり 

森林土壌班： 

森林火災の前後および火災中の温室効果ガス（CO2、CH4、N2O）フラックスを比較するこ

とを目的とした。ヤクーツク近郊Viluy（62°02′N、128°49′E）の森林において、火災

をうけていない地点を対照区に、燃焼中区、数日前に火災にあった燃焼直後区、2ヶ月前

に燃焼した燃焼区の4地点においてチャンバー法でCO2、CH4、N2Oフラックスを測定した。

この4地点は100×100m内に互いに近接している。対照区と燃焼区で深度別の温度と水分率

の測定、層位別の土壌理化学性を分析した。 

燃焼区では対照区に比べ表層でpH、EC、交換性のCa2+が高く、これは火災によって灰が

供給されたためであると考えられる(表３)。また対照区より燃焼区で融解深度が増し、土

壌温度、水分率ともに高かった。これは植物による水吸収が低下し地中熱流が増えたこと

と、火災後の降雨が土壌表層に保持されたためかもしれない。燃焼中区のガスフラックス

は対象よりCO2で千倍、CH4で10万倍に増加し、N2Oでは吸収されていたものが著しい増加

に転じた(表４)。燃焼直後、CO2フラックスは1/5に低下したが、2ヶ月で60%程度回復した。

CH4フラックスは燃焼直後には放出に転じたものの、2ヶ月で再び吸収を示した。N2Oフラ

ックスは燃焼直後は放出に転じ、2ヶ月たってもその傾向は続いていた。これらは燃焼に

よる根の焼失と、土壌微生物の死滅、微生物相の変化により生じると思われる。今後の課

題である。 



表3　対照区土壌断面

層位 土性 固相液相気相 pH (H2O) EC CEC BS C N C/N

上端 下端 1:2.5 1:5 Na K Ca Mg

mS m
-1

%

-6 -4 L 4.79* 19.95* 0.38 2.30 17.4 7.0 100 27 472 9 55

-4 0 F 4.95* 37.7* 0.66 4.72 23.0 7.4 119 30 425 15 29

0 3 HA S 7 3 90 5.24 17.6 0.84 1.16 17.3 4.0 110 21 174 6 30

3 7 AB S 30 14 56 6.16 6.7 0.59 0.32 6.1 1.7 39 23 27 1.1 25

7 25 BC1 S 59 11 30 6.77 1.8 0.14 0.18 2.3 0.9 16 21 6 0.5 10

25 60 BC2 S 62 15 23 6.99 1.5 0.12 0.15 1.4 0.6 9 25 3 0.4 7

60+ 凍土

*）1：20

深さ

cm

交換性陽イオン

g kg
-1

％ cmol(+) kg
-1

 

表4　土壌からのCO 2、CH 4、N 2Oフラックス

ave min max ave min max ave min max

対照区 115 87 136 -15 -28 -8 -0.5 -2.6 1.1

燃焼区 79 62 99 -13 -16 -11 4.4 0.2 6.4

燃焼直後 20 0 66 1 -15 11 5.6 1.3 16.0

燃焼中 184 35 286 1.4 0.4 2.3 100 2 291

CO 2  flux CH 4  flux N 2 O flux

g C m -2  h-1

ug C m -2  h-1

g C m -2  h-1

ug N m -2  h-1

mg N m -2  h-1

mg C m -2  h-1

 

シミュレーション班： 

◆調査と森林火災のモデルの構築 

【目 的】現地調査に基づく森林火災シミュレーションモデルの構築と炭素放出量の評価 

【調査地】ネレゲルの北緯62度17分59秒、東経129度30分12秒に位置するカラマツ林 

【結 果】100m x 100m区画にある立木の本数・胸高直径・燃焼度および倒木の本数・長

さ・方向・燃焼度を測定し、セル・オートマトン法の確率モデルを用いて、森林火災の発

生する前の森林を計算機上に再現した（図1）。つぎに、有機層の火災モデルを構築し、

風による倒木モデルを作成し、森林火災のシミュレーションを行なった（図2）。その結

果、燃焼度をパラメータとした胸高直径分布の測定値(図3(a))とシミュレーション結果

(図3(b))との良い一致をみた。さらに、有機層火災モデルのシミュレーション後の炭素固

定量変化およびその後の森林火災による炭素固定量の変化を調べたのが、図4である。こ

れより、大気に放出した二酸化炭素の量は、約５１[ｔ/ha]となることが示され、森林班

による測定データに基づく結果と一致することが分かる。 
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図1 測定データ(立ち木の本数)      図２ 延焼シュミレーション結果 
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図4 火災による炭素固定量の変化 

インフラグループ： 

アラスカサイトでのパイプライン挙動観測の主な内容は以下の通りである。 

1) 新規追加計測項目の計測実施（パイプ埋設深度、埋戻し土飽和度計測等） 

2) 既往計測データの精度（信頼度）精査（温度計埋設深度計測、ひずみデータの温度・

圧力ドリフト検定等） 

3) 実挙動を踏まえた永久凍土とガスパイプラインの相互作用の検討（永久凍土表面の深

度分布実測、活動層内温度分布計測、室内凍上試験等の実施、およびパイプ境界部に

発生するパイプ内分布加重の評価およびこれに対抗するパイプの浮き上がり抵抗算定

法の検討） 

図3（ａ）燃焼度分布 測定データ     図3(b) シミュレーション結果 
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上記１）、２）は基本的にはパイプライン埋設時の施行記録の誤記載および施行管理の

不備により発生した追加作業である。すなわち、実験設備の建設管理における施行記録に

示された諸計測項目の初期値や初期条件が不正確であったために発生したものである。こ

のため、３）の作業を一時中断し、独自に実験開始時点の様々な状況を類推し、現地でア

ラスカ大学の協力の基その確認作業を実施した。この結果、一応実験開始時点の初期条件

の多くは今後の検討に耐える信頼性を確保できたと考える。しかしながら、施工管理の不

完全さから発生した、1)パイプの埋設深度の誤り、2)パイプの埋設土の保水状況の誤り、

3)温度計埋設深度の誤りの３点は実験の品質および解析精度への悪影響を完全に払拭する

ことは困難と考える。 

検討事項３）に関しては、１）、２）作業により遅れたが、地盤の凍上によるパイプ

凍上量評価法およびこれによるパイプに発生する分布加重の評価法を提案するに至った。 

 

3.研究実施体制 

永久凍土攪乱影響観測グループ 

①-(1)永久凍土班 福田 正己 北海道大学低温科学研究所 教授 

①-(2)タワー観測班 町村  尚 大阪大学工学研究科    教授 

①-(3)森林動態班 高橋 邦秀 北海道大学農学研究科   教授 

①-(4)大気化学班 井上  元 環境庁国立環境研究所   総括研究官 

②研究項目 

・永久凍土の動的な変化についての現地観測 

・森林火災による森林の炭素吸収機能の変化観測 

・森林火災及びその他の攪乱による温暖化ガスの放出観測 

・永久凍土（地中過程）－森林植生（地表面過程）－大気組成（大気過程）の相互作

用の解明 

予測技術グループ 

①-(1)リモートセンシング班 鷹尾  元 森林総合研究所北海道支所 主任研究官 

①-(2)予測モデル班 山崎 孝治 北海道大学地球環境科学研究科 教授 

②研究項目 

・リモートセンシング手法による現象の空間的・時間的なスケールアップ作業 

・現地での相互作用と陸面過程の掌握 

・将来予測のための大気動力学のモデルの開発 

・将来予測のための炭素循環収支モデルの開発 

・上記モデルの結合による将来への影響予測と抑制技術適用効果の事前評価 

森林保全技術開発グループ 

①-(1)社会評価システム班 工藤 一彦 北海道大学工学研究科 教授 

①-(2)森林火災班 早坂 洋史 北海道大学工学研究科 教授 

①-(3)シミュレーション班 本間 利久 北海道大学工学研究科 教授 



②研究項目 

・森林火災の影響とその発生抑制のための早期警戒システム開発 

・ライフサイクルに基づく抑制効果の事前評価方法の開発 

インフラ保全技術開発グループ 

①大橋 一彦 新日鐵ｴﾈﾙｷﾞｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部 営業担当部長 

②研究項目 

・合理的で安定したパイプライン敷設技術開発 

・廃タイヤを応用した地下パイプラインの安定処理技術開発 
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